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弘前市議会基本条例素案に対するパブリックコメントの意見及び回答 

募集期間：平成２６年１２月２２日～平成２７年１月１３日 

応募件数：１８件 

番号 応募方法 募集要件 条文 意見 回答 

１ 持参 
市内に住所がある

人 
第３条第６号 

議員は自らの議会活動について本会議終了の都度議会報告会等

を通じ、市民に対する説明責任を果たすものとすること。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：本条は、議員の活動原則を定めたものであり、議会報告会等の

頻度については議員個人の考え方を尊重することにいたします。 

２ 持参 
市内に住所がある

人 
第３条第７号 

市民が議員に対し議員の業務又は活動等に対する質問書に対し

ては質問を受けた本人が口頭でなく文書で回答すること。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：同条第６号は、自らの議会活動について、市民に対する説明責

任を果たすものとすることと規定しており、方策は議員の考えを尊重

するといたします。 

３ 
アイデアポ

ストへ投函 

市内に住所がある

人 
第４条 「積極的に」→「全面的に」 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：議会活動に関する情報であっても、弘前市情報公開条例に規定

する不開示情報に該当するなど、公開できないものが想定されるた

め、「全面的に」とは表現できないものであります。 

４ Ｅメール 
市内に住所がある

人 
第４条第１項 

「議会は、議会活動に関する情報を、市民に対し積極的に公開

し、説明責任を十分に果たさなければならない。」の後に、「その

ため、少なくとも年４回の定例会後に市民を対象にした議会が主

催する議会報告会の開催をしなければならない。」など議会主催に

よる議会報告会開催を義務付ける内容を加えること。 

ご意見として承ります。 

理由：議会が主催する議会報告会については、今後の検討課題とさせ

ていただきます。 

５ Ｅメール 
市内に住所がある

人 
第４条第２項 

「本会議のほか、常任委員会、議会運営委員会並びに特別委員

会（以下「委員会」という。）及び議員全員協議会は、原則として

公開しなければならない。」としているが、議会における会議は市

民生活に密接に関連するものであることから、前記会議のみなら

ず、議会において開催される会議についてはすべからく公開を原

則とし、それら会議の会議記録については市民が気軽に縦覧でき

るようインターネット上にも公開すべきである。 

また、これら会議録の作成、公開については、定例会・臨時会

を問わず、終了後、速やかにおこなうことを義務付けるべきであ

る。 

ご意見として承ります。 

理由：地方自治法第115条では、本会議は公開が原則としております

が、委員会は弘前市議会委員会条例第19条で委員長の許可事項となっ

ております。本条例では常任委員会、議会運営委員会、特別委員会及

び議員全員協議会を原則として公開することを定めたものであり、そ

の他の会議の公開については、今後の検討課題とさせていただきま

す。 

また、本会議の記録については、情報公開コーナー等や議会のホー

ムページにおいて次定例会の初日までに公開しておりますが、委員会

等の記録の公開については、今後の検討課題とさせていただきます。 

さらに、会議録の調製については、期限を定めるものはなく、会議

終了後、速やかに調製しておりますのでご理解いただきたいと考えて

おります。 

６ 持参 
市内に住所がある

人 
第４条第５項 請願書を提出する場合、議員の紹介は不要とする。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：地方自治法第124条では、「普通地方公共団体の議会に請願しよ

うとする者は、議員の紹介により請願書を提出しなければならない。」

と規定されており、法律に反するものと考えております。 
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番号 応募方法 募集要件 条文 意見 回答 

７ 
アイデアポ

ストへ投函 

市内に住所がある

人 
第６条 

「議会の閉会後に、全ての議員は、全ての弘前市民に全面公開

告知して議会報告会・意見交換会を全面公開で実施しなければな

らない。」「議会全体をランダムに人数を分けるか、会派毎の合同

の議会報告会・意見交換会も同様な形式で実施しなければならな

い。」 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：議会はこれまで以上に各種団体等との意見交換の場を設け、議

員もこれまで以上に議会報告会を開催し、各種団体等及び市民の関心

や意見を直接お聞きしながら、議員の政策立案能力を高め、政策提案

拡大に努めることを規定しています。効果ある議会としての報告会の

あり方については今後検討していくものであります。 

８ 
アイデアポ

ストへ投函 

市内に住所がある

人 
第６条 

誠実に議会報告会をしている議員はどれくらいいるのか疑問

です。議会のたびに報告会をしている議員は私は一人か二人しか

知りません。後は報告会と称して票を狙った？飲み会が多いで

す。合同報告会でもいいですから、議会後、必ず開くように条例

を作ってください。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：議会はこれまで以上に各種団体等との意見交換の場を設け、議

員もこれまで以上に議会報告会を開催し、各種団体等及び市民の関心

や意見を直接お聞きしながら、議員の政策立案能力を高め、政策提案

拡大に努めることを規定しています。効果ある議会としての報告会の

あり方については今後検討していくものであります。 

９ 
アイデアポ

ストへ投函 

市内に住所がある

人 
第15条 

第１５条で議会会派の結成を認めていますが、本当に会派は必

要ですか。投票した人はその人そのものに、託したのであり、会

派の長老に従うことを望んでいないはずです。 

 委員会に出たことがありますが、議員は会派代表の答を持って

参加してるので、委員会そのものの意味がなくなります。これか

らは請願者の意見も言える委員会になると素案にありますが、委

員が会派の意見を尊重するのなら何も変わらないと思います。会

派にいるかぎり、責任、自立、という意味で育ちづらいと思われ

ます。会派代表で委員会にのぞむ時、その議員が自分の意見をも

ち責任持って行動できないなら、会派は百害あって一利無しで

す。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：会派とは、当該議会で共通する政策や考え方を持つ議員の集ま

りであり、委員会制度を中心に運営される議会においては、基本的政

策や理念を共有する議員で構成された会派間の議論が円滑な議会運

営に資するものと考えられていることから、当市議会においても会派

制をとっております。なお、会派は２人以上の議員で結成しておりま

す。 

10 Ｅメール 
市内に住所がある

人 
第15条第３項 

「弘前市議会運営申し合わせ事項」が市民には公開されていな

い。議会ホームページ上に公開するなどその内容について市民に

対しきちんと説明した上で意見を求める必要があるのではない

か。意見を述べるための重要な判断材料の提供が欠落している。

必要な情報を提供し、意見募集そのものをやり直すべきである。 

また、同項について、会派代表者会議については弘前市議会運営

申し合わせ事項に定める任意の会議とはせず、弘前市議会会議規

則第１６６条第１項においてきちんと位置付けをした会議とす

るよう改めるべきである。 

ご意見として承ります。 

理由：弘前市議会運営申し合わせ事項は、ホームページ掲載に向けて

着手いたします。 

また、会派代表者会議については、弘前市議会会議規則第166条第

１項に規定するべきかについては今後の検討課題とさせていただき

ます。 

さらに、今後のパブリックコメントの募集に当たっては、必要な情

報提供に留意してまいります。 
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番号 応募方法 募集要件 条文 意見 回答 

11 Ｅメール 
市内に住所がある

人 
第16条 

「弘前市議会議員全員協議会要綱」についても前記同様議会ホー

ムページ上に公開するなどその内容について市民に対しきちんと

説明した上で意見を求める必要があるのではないか。意見を述べ

るための重要な判断材料の提供が欠落している。必要な情報を提

供し、意見募集そのものをやり直すべきである。 

ご意見として承ります。 

理由：弘前市議会議員全員協議会要綱は、ホームページ掲載に向けて

着手いたします。 

また、今後のパブリックコメントの募集に当たっては、必要な情報

提供に留意してまいります。 

12 
アイデアポ

ストへ投函 

市内に住所がある

人 
第17条第２項 「積極的に」→「全面的に」 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：政務活動費の収支報告書及び会計帳簿の公表については、地方

自治法第100条第14項に基づく支給条例で決定するべきであることか

ら、本条例素案の当該条項から「積極的に」の文言を削除したためで

あります。 

13 Ｅメール 
市内に住所がある

人 
第17条第２項 

「政務活動費の収支報告書及び会計帳簿は、積極的に公表し、そ

の使途の透明性を確保するとともに、市民に対し説明責任を果た

すものとする。」としているが、これでは説明責任を果たすかど

うかは個別議員の裁量にゆだねられることとなりかねない。「透

明性の確保」、「説明責任」をいうのであれば、政務活動費の収支

報告書及び会計帳簿、支出を裏付ける領収証、旅行を含め、調査

した内容については報告書を作成し、これらすべてを収支報告書

とともに議長に提出することを義務付けるとともに、弘前市情報

公開条例による不開示情報を除いて議会のホームページ上に公

開するなどそれらについて市民がいつでも縦覧できるように本

条例上も明確にすべきである。 

ご意見として承ります。 

理由：地方自治法第100条第14項では、「普通地方公共団体は、条例の

定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活動に資す

るため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対

し、政務活動費を交付することができる。この場合において、当該政

務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充

てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。」と

し、同条第15項では、「前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議

員は、条例の定めるところにより、当該政務活動費に係る収入及び支

出の報告書を議長に提出するものとする。」と規定しております。 

したがって、当該条例の施行後、政務活動費の必要性を認識し、交

付することとした場合は、その使途や収支報告書等についての協議を

経て条例化が図られるものとなります。 

14 持参 
市内に住所がある

人 
第18条第５項 

議会に対する質問又は要望等の話し合いの場として議会主催の議

会懇談会を年１回以上開催する。 

ご意見として承ります。 

理由：議会が主催する議会報告会については、今後の検討課題とさせ

ていただきます。 

15 Ｅメール 
市内に住所がある

人 
第19条第３項 

「議会は、市政課題を広い視点から捉えるため、議員に他の地方

公共団体事例等を調査研究する機会を設けるよう努めるものと

する。」としているが、これに加えて、これら調査研究を行った

場合には報告書の提出を義務付けるとともに議会のホームペー

ジ上に公開するなどそれらについて市民がいつでも縦覧できる

ようにすること。 

ご意見として承ります。 

理由：行政視察の実施後、一般行政視察の場合は会派の代表者等、常

任委員会の場合は委員長から調査内容等を記載した報告書が議長に

提出されております。また、視察に係る調査項目については、ひろさ

き市議会だよりに掲載しており、各公共施設やホームページなどで閲

覧することができます。 

しかし、ご意見がありました報告書の公開については、今後の検討

課題とさせていただきます。 
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番号 応募方法 募集要件 条文 意見 回答 

16 持参 
市内に住所がある

人 
第19条第４項 

行政視察は行政改革等が実現出来るか充分な事前調査を行い成果

を得られる場合に実施すること。行政視察人員は必要最小限とし、

終了後は成果を公表するものとする。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：会派等の行政視察は、直前の本会議に派遣目的、派遣場所、派

遣期間及び派遣議員等を議案として提案し、議決を経て実施しており

ます。また、常任委員会の行政視察は、閉会中の継続審査事件として

議決を経て所管事務の調査を実施しております。 

行政視察の成果としては、各議員が一般質問及び常任委員会等で視

察先の事例を披瀝しながら議論を行うなど、議会側からの政策提言等

として審議に反映されているものと考えております。 

17 Ｅメール 
市内に住所がある

人 
第23条 

①第２項に以下の内容を新たに設けること。 

・市民の疑惑や不信を招くおそれのある金品の授受その他の行為

をしないこと。 

・市や市が出資している法人、市の施設の指定管理者が行う許可、

契約等に関し、特定の者のために有利な取扱い又は不利な取扱い

をするよう働き掛けをしないこと。 

・職員の人事の公正を害する行為をしないこと。 

・政治活動に関する寄附について、後援会等も含め、批判を受け

るおそれのあるものを受けないこと。 

②第３項に「議員が倫理基準に違反した疑いがある場合、市民や

議員は調査の請求をすることができる。」との調査権を位置付け

ること。 

③また、第４項を設け、前項の調査請求があった場合の審査会設

置などについても新たに設けること。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：①については、第23条は、「政治倫理に関しては、市民の疑惑

を招くことのないよう行動しなければならない」と規定しており、議

員は、高い倫理観と深い識見によって行動するよう定めていることか

ら、ご意見については全て包含しているものと考えております。 

②及び③については、会議規則第148条では、議員の被選挙権の有

無又は兼業禁止に該当するかどうかについて議員からの要求を認め

ており、資格審査特別委員会で決定することとなっております。また、

当市議会では、必要に応じて特別委員会を設置して調査している事例

がございます。したがって、ご意見については当該条例に照らし、ま

た過去の事例を参考に対応していくものと考えており、特段明記する

必要がないものと考えております。 

18 
アイデアポス

トへ投函 

市内に住所がある

人 
第25条 

議員の報酬を最終的に議員がきめるのは誰が考えてもおかしい。

これなども回覧板でアンケートを取って条例案を作り直してくだ

さい。 

条例素案に反映いたしかねます。 

理由：議員報酬については、同条第２項にもありますように弘前市特

別職報酬等審議会の意見を踏まえて提案されているものであり、議会

は議事機関として決定しているものと考えております。 


